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○はじめに  

国立高度専門医療センター（ナショナルセンター（NC）。以下「NC」と記  
載）は、がん、脳卒中、JL、臓病など、国民の健康に著しく影響を及ぼす疾病につ  
いて、高度先駆的医療の実施、病因・病態の解明、診断・治療法の研究、医療従  
事者の研修などを一体的に行う中核的機関として設置され政策医療を担ってき  
た。  

こうした中、NCは、行政改革の一環として「行政改革推進法（平成18年法  
律第47号）」や、その後の閣議決定「国の行政機関の定員の純減について（平  
成18年6月）」において、非公務員型の独立行政法人へ移行することが決定さ  
れた。さらに、「特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）」において、  
NC特別会計が平成21年度をもって廃止することと規定されたことを受け、平  
成22年度から独立行政法人へ移行することが決定された。（資料1）  

本有識者会議は、NCが独立行政法人化後において、国民医療にどのように貢  
献していくのか、その果たすべき役割等は何かについて、各々の政策医療分野の  
特性を踏まえつつ、検討を行ってきた。本有識者会議においては、今後、NCが  
独立行政法人化された後も、改策医療の牽引車としての役割を継続的に担えるよ  
う、昨今の我が国の医療政策の経緯、現状、課題等も見据えつつ、幅広い視点に  
立って議論を重ねてきた。  

現在、我が国は少子高齢化の急速な進展への対応や患者中心の医療の推進への  
要請の高まりなど、医療制度は大きな環境の変化に直面している。  

とりわけ医療提供面においては、従来の基準病床数制度を中心とした医療計画  
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改革において、都道府県  
を医療政策の積極的な企画実施主体として位置づけ、また、医療計画に主要な医  
療分野にかかる医療連携体制（地域医療ネットワーク）を盛り込むとともに、急  
性期から回復期、慢性期を経て在宅医療への切れ目のない医療の流れを作り、患  
者が早期に自宅等に復帰できるよう促すものとしている。このような都道府県単  
位での医療政策の展開によって、効率的かつ適切な医療の提供に寄与することと  
している。  
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一方で、死亡原因の上位に位置づけられる等、国民の健康に大きな影響を与え、  

医療費としてもー定程度を占めるがん、脳卒中、心筋梗塞、糖尿病などの疾病分  
野については、各分野の推進が政策として定められており、関係各法等に国の責  
務が位置づけられ、都道府県単位の医療政策の展開に対して国の責務を的確に果  
たしていくことが求められる。  

このような国が果たすべき責務に的確に対応できるよう、NCの役割の明確化  
と持てる資源の選択と集中を図りつつ、NCにおいて効果的・効率的に政策課題  
を達成できる仕組みを構築することが求められる。このため本有識者会議におい  
ては、   

①今後の医療政策におけるNCの役割、   
②成果を継続的に生み出せる研究と人材育成のあり方、   
③地域医療との連携など医療の均てん化と情報発信のあり方、   
④・独立行政法人化したNCに対する国の関与等のあり方、   
⑤医療政策に対するNCの提言機能のあり方、   
⑥課題達成に相応しいNCのあり方等、  
について、3回にわたって議論を重ねてきた。  

今般、今後の医療政策におけるNCの役割等について、検討の結果を取りまと  
めたので、ここに報告する。  
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今後の医療政策におけるNCの役割等  

1．今後の医療政策におけるNCの役割   

（1）視点   

C）NCは平成22年度に独立行政法人化されるが、NCの今後の役割を検討   
するに当たっては、医療政策におけるNCの位置付けや官民の役割を踏まえ、   
NCの強み・弱みとその特性を整理し、産学等との連携強化を含め、患者の   
視点に立った総合的な観点から検討を探める必要がある。   

C－ 我が国の政策医療は、世界に例を見ないスピードで少子高齢化が進行する   
という大きなうねりの中で、国民本位の総合的かつ戦略的な展開が求められ   
ている。 こうした中で、国の責務が果たせるよう、NCは我が国の医療水準   
の向上につながる政策医療の牽引車となることが必要である。（資料2）  
※「政策医療」はこの報告書においては、国民の健康に著しく影響を及ぼす疾病分野について、その時  

代において国として政策的に取り組むべきものをいうものとする。   

O NCの持てる資源を有効に活用しつつ、産学等との連携を図り、国際レベ   
ルの研究競争に互して、成果を継続して生み出せる仕組みが必要である。   

（2）基本的方向性   

O NCが国の負ってい る改策医療に対する課題を解決するための組織である   
ことを踏まえれば、以下の立場に立ち、その役割を果たしていくことが必要   
である。（資料3）   

政策医療の牽引車（「3つの役割」）   

① 臨床研究の推進  
・ 臨床研究（治験を含む）の推進のための「統括・調整者」の役割を担  
う。  
・政策医療の牽引車としての中核機能の強化を図るため、NCの施設全  
体の研究機能を高めるとともに、基礎研究の成果を臨床の実用化へつな  
げられるよう臨床研究及びトランスレーショナルリサーチ（以下「TR」  
と記載）の強化を図る。これにより、高度先駆的医療等の臨床研究の推  
進を図る。  
※「TR」はこの報告書においては、基礎研究の成果を臨床研究につなげる研究をいう。  

② 医療の均てん化等の推進  
・ 医療の均てん化等のた  県  

い
 
 

・
‥
 

－
 
 

め
割
 
 

整・支援・指導者   

③ 政策医療の総合的かつ戦略的な展開  
・政策医療に対する「提言者」の役割を担う。  
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C）牽引車となるための主な仕組みは以下のとおり   

・ NCは、効果的・効率的に政策課題を達成できるよう、平成22年度  

に独立行政法人化することをも踏まえれば、自己完結的でなく、産学等  
と連携し、持てる資源の選択と集中を図り、国の医療政策と一体となっ  
て都道府県における地域医療ネットワークの中核的な医療機関等を支援  
する仕組みを構築する。  

・成果を継続的に生み出していくNCの基盤としては、研究所と病院と  
が高度専門性を有した上で、その連携が図られることが重要である。  
さらに、一層牽引力を高めるために、研究機能を中核とした、「医療  
研究センター的機能」の確立を図る。  
その際、研究機能を継続的に維持することができるよう、研究資金の  
獲得や民間資金の導入等の仕組みについても整備する。   

（3）今後NCが求められる主要な役割  

基本的方向性を果たすべき機能として、研究（調査を含む）、医療の均て   
ん化、人材育成、情報発信の他、国に対する政策提言等が求められる。（資   
料4）   

○ 具体的な方向性   

① 研究の推進に関しては、各NCだけで完結する仕組みでない形として、  
非公務員型独立行政法人化する利点も活かし、民間等外部資金の積極的受  
け入れや人材の交流、産業界、学会等との連携を強化し、高度先駆的な治  
療技術や医療システム等医療の研究開発につなげる新たな仕組みを作る必  
要がある。  
具体的には、NCが有する研究機能と豊富な症例蓄積の実績を活かし、  
特に、医薬品、医療機器の分野等において、ベンチャー等の産業界、大学  
等の研究機関、国立病院機構等の大規模治験拠点との自発的・戦略的な連  
携を深めて「医療クラスター」を形成し、高度先駆的な医療の開発・実用  
化につなげられるようにする。  

② 医療の均てん化に関しては、各医療政策における都道府県の中核的な医  
療機関等との連携を図り、先駆的医療や標準的医療等の普及を図る。とり  
わけ、社会の高齢化を踏まえ、高齢者の在宅医療システムの構築とその均  
てん化は重要な課題であり、NCがこれの主導的な役割を担う必要がある。  

③ 人材育成に関しては、政策医療の牽引車としての役割を継続的に担える  
よう医療・研究の専門家の育成を行うとともに、医療の均てん化を推進す  
るため地域医療の指導的役割を担う人材の育成を担う必要がある。  
また、我が国の政策医療に関して国内外の有為な人材のネットワークの  
拠点となる必要がある。  
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こ関しては、診断・治療法等の国民向け・医療機関向けの広報  
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担う必要がある。  
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⑤ 政策提言に関しては、我が国の改策医療が国民本位の総合的かつ戦略的   
な展開が図られるよう、NCから国に対して、政策提言ができる仕組みを   
整備する必要がある。   

⑥ また、国際医療協力については、国際医療センターが中核的役割を担う   
ことになるが、各NCでも担当する領域の特性に応じて対応する必要があ   

る。  

病院機能に関しては、NCの強みの根源であり、それを基盤として研究機  
能を強化するとともに、研究所における研究成果をこれまで以上に臨床に反  
映する「研究重視型病院」を構築する。   
このため、病院の役割が単に医療提供の「実践者」ではなく国の負ってい  

る医療課題を解決するための「政策医療の牽引車」としての機能を発揮でき  
るよう資源の重点化を図りつつ、求められる臨床研究、医療の均てん化、人  
材育成及び情報発信に必要な一定規模の病床及び機能を確保する。   
なお、倫理性、透明性を確保しつつ、EBMに基づき良質かつ安全な医療  
の提供に努める必要がある。  

（4）NCが具体的に担う主な分野  

NCの活動分野、役割を果たす分野は、時代の要請に応じて見直す必要は   

あるものの、医療の均てん化は、それに伴う人材育成や情報発信と併せて、   
NCが率先して果たしていく必要がある。  

また、研究に関しては、大学や企業との相互の強みを活かしながら連携し   
ていくことを考慮すれば、以下の分野を中心に集中的にNCが直接主体とな   
って成果を出していくことが必要と考える。   

・疾病のメカニズムの解明  

・ 予防手法の開発   
・高度先駆的かつ安全な診断、治療技術の開発   
・ 医薬品及び医療機器の開発、とりわけ希少性疾患又は市場規模の小さ  
い疾患分野、高い開発リスクを有する新規市場分野を中心に対応   
・ 医療の均てん化手法（標準的医療、モデル医療）の開発  
・ 臨床研究の統括・調整   
・患者への医療に対する理解を支援する手法の開発  
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2．成果を継続的に生み出せる研究と人材育成のあり方  

（1）視点  

O NCとして、成果を国際レベルの研究競争に互して継続的に生み出してい   
けるよう機能強化を図り、NCの強みやNCとして担う必要のある分野を整   
理した上で、研究及び人材育成のあり方を構築していく必要がある。  

○ その際、人材育成の構築と合わせ、成果を継続して生み出せる組織につい   
ても検討していく必要がある。  

（2）目標   

①研究  

・ 臨床研究等の推進を図るため、産学等との連携を図った研究開発を進  
める仕組みとして医療クラスターを形成するなど、特定分野の患者集積  
性が高く、また、専門家集団としての強みを活かして、研究開発の「主  
導的役割」を担う。   

・臨床研究等を推進し、新規の医療技術や医薬品等を実用化する「調整  
的な役割」を果たす。  

②人材育成  

・ 政策医療の牽引車、国内外の人材ネットワークの拠点となるよう、指  
導的な研究者や臨床家を指導する者（いわゆる指導者の中の指導者）の  
育成を行う。  

・ 医療の均てん化に必要となる地域医療の指導的役割を担う人材の育成  
を行う。  

（3）主な具体策  

上記の視点や目標を踏まえ、主な具体策としては以下の事項が考えられる。   

（∋研究  

・ 臨床研究の統括・調整機能の構築  
・ 医療クラスターに必要な体制の整備と多施設共同臨床研究の活用（資  
料5、6、7）  
その際、特色ある医療クラスターが形成されるように、各NCにおい  
て機能付与するに当たっては、その強みや疾病の違い、医薬品と医療機  
器の違い等に留意しながら整備する必要がある。  

また、医療クラスターの形成に当たっては、研究活動の状況に留意し  
ながら企業に情報発信する仕組みについて検討する必要がある。  
さらに、今後医療クラスターの形成に当たっては、関係産業界等との  
協議の場を設け進めていく必要がある。  
なお、研究の実施に当たっては、目標達成指向の観点から、プロジェ  
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クト方式等を活用し、産学等と連携した組織横断的取組みなど柔軟な体  
制を導入する。  
・治験中核病院として必要な体制の整備  
・診療ガイドラインやク リティカルパス等による標準的医療やモデル医  
療など、医療の均てん化手法の開発の推進  
・病院内及び地域コホートによる臨床データバンクや検体バンク等、臨  

床疫学的研究基盤の整備  
・優秀な人材を持続的に確保する観点から、人材の流動性を有した組織  
の構築や、優秀な外国人幹部の登用など、人材のグローバル化にも対応   

とりわけ、病院及び研究所の管理職において任期付任用を導入すると   
ともに、公募制を基本とする必要がある。  
・国や独立行政法人等と円滑な人事交流が促進されるよう必要な仕組み   
の整備  

・ NCの職員によるベンチャー等私企業への経営参加や、NCによるベ   
ンチャー等立ち上げの支援のあり方について検討  
・連携大学院制度の活用や海外の研究機関等との共同研究等、外部機関   
との交流の推進  
・ NCにおいて研究開発が継続的・安定的に行われるよう、運営費交付  
金等の確保、民間等外部資金の導入、知的財産管理等に関する仕組みの  
整備  

②人材育成  

・臨床研究・TRを除く研究、臨床研究・TR、臨床の各領域において、   
指導者の中の指導者等を輩出できるキャリアパスの構築（資料8）  
特に臨床研究・TRに必要となる、研究及び臨床領域に精通した人材  
育成システムの構築  
・医療の均てん化の人材育成に当たっては、関係学会や都道府県等と連   
携を図りながら必要となる指導者の育成  
・各種人材育成については、その量より質に着目し、養成規模に関して  
は大学等他の関係機関の養成状況等に留意しつつ、また、世界レベルの  
人材を輩出できるよう、戦略的に精鋭の養成  
その際、アジア等の優秀な人材も受け入れ、養成に努める。  
・輩出した人材を通じて、都道府県の中核的な医療機関や大学等、国内  
外の人材ネットワークを形成  
・モデル研修・講習を開発し、有効な研修等については都道府県の中核  
的な医療機関等を通じ普及（資料9）  
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3．地域医療との連携など医療の均てん化と情報発信のあり方   

（1）視点   

○ 国民が適切かつ良質な医療が受けられるよう、先駆的医療や標準的医療等   
について、医療の均てん化を進める必要がある。   

○ 国民が適切な医療の選択が可能となるよう、また、医療従事者に対しても   
適切な医療が提供できるよう、診断・治療法等に関する情報発信の役割を担  
う必要がある。  

（2）目標  

○ 医療の均てん化を進めるため、NCと都道府県の中核的な医療機関等との   
ネットワークを構築し、医療の均てん化のための情報発信を中心に、NCが   
都道府県の中核的な医療機関等に対して「調整・支援・指導的な役割」を担   

う。  

C）こうしたネットワークを活用しつつ、情報発信機能を整備する。  

（3）主な具体策  

上記の視点や目標を踏まえ、主な具体策として以下の事項が考えられる。  

C，国とNCが一体となって、都道府県の中核的な医療機関等を通じた先駆的   
医療や標準的医療等の普及（資料10）  

C医療の均てん化の評価手法を開発し、必要な情報の収集・分析を行い、そ   
の評価を実施  

○ 都道府県の中核的な医療機関等からの求めに応じての技術的助言や指導の   
実施  

○ 医療の均てん化を推進していくためのNC内の体制整備  

O NCの行った研究成果等や収集した国内外の最新知見について、NCの業   
績を明らかにする観点からも、迅速かつわかりやすく、広報・周知を図る。  
都道府県の中核的な医療機関等に対しては、診断・治療技術等に係る最良   
の情報発信を行う。  
国民や医療従事者に対しても、インタ∵ネット等による特定の疾病につい   
ての幅広い情報発信を行う。（資料11）  

○ なお、現時点においては、NCと都道府県の中核的な医療機関等とのネッ   
トワークは、がん、エイズ等限定的な疾病にのみ設けられているが、今後、   
医療の均てん化を推進する観点から、厚生労働省において優先的疾病分野を   
特定しつつ、都道府県等との連携体制を構築していくことが求められる。  
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4．独立行政法人化したNCに対する国の関与等のあり方   

（1）視点  

独立行政法人制度においては、法人の自律性・自主性を重視する観点から、  
大臣の当該法人に対する指示監督  的  に 排し、大臣の法人への関与は必  則

 
原
 
 

は
 
 

要最小限のものとして個別に法令に規定されることとなっている。   
独立行政法人化された後のNCは、基本的には、厚生労働大臣に認可を受  
けた中期計画に沿いっつ自主的な運営を行うものであるが、中期計画に規定  

される通常業務より優先してでも対応すべき必要性がある場合の厚生労働大  

臣要求の対象とすべき内容を検討し、もって、NCに対する国民の期待に応  
えることが必要である。  

（2）目標  

厚生労働大臣からNCに対して業務の実施を要求すべき緊急の事態を検討   

し、各NCの機能に適合するように、法律上規定を整備する対象を明確にす   

る。  

（3）主な具体策  

災害が発生した場合や公衆衛生上の重大な危害が生じた場合等について、   
厚生労働大臣からNCに対して業務の実施を要求する規定を設ける必要があ   
る。（資料12）  

「緊急かつ一時的」な場合  「緊急かつ一時的」でない場合  
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業
務
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本
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業
務
外
 
 
 

本
来
業
務
内
 
 

本
来
業
務
外
 
 

大臣が実施要求しつつ、  

必要に応じて中期目標  

等を見直す  

大臣が実施要求  

災害医療等想定される  

ものについては、大臣  

の要求事項として個別  

法に位置付け  

大臣の実施要求が発動  

できないため、中期目  

標等において具体的に  

規定   

中期目標期間終了時等  

の業務の見直しにおい  

て、必要に応じ、最終  

的には中期目標等に位  

置付け   
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5．医療政策に対するNCの提言機能のあり方   

（1）視点  

各NCが担当する対象疾病は、国民の健康に著しい影響を及ぼす疾病であ   
るため国の医療政策と一体となって推進していくことが求められる。そのた   
め、我が国の政策医療が国民本位の総合的かつ戦略的な展開が図られるよう、   
NCから国に対して、政策提言ができる仕組みを整備する必要がある。   

（2）目標  

NCが、研究、医療の均てん化等に取り組む中で明らかになった課題や我   
が国の政策医療の展開等について、国に政策の提言を行うなど、我が国の医   
療水準の向上につながる仕組みを構築する。   

（3）主な具体策  

NCの医療政策に対する提言機能が確実に実施されるよう、NCの提言機   
能を法令上位置付けるとともに、NCの医療改策における位置付けを踏まえ、   
政策医療をいかに戦略的に進めていくかという観点に立って議論をするた   
め、各NCの代表を主たる構成員として、審議会に部会を設ける必要がある。  

6．課題達成に相応しいNCのあり方等   

C〉 各NCが上記の研究、医療の均てん化等について「政策医療の牽引車」と   
しての役割を十分に果たせるように、既存の体制を抜本的に見直し、各NC   
が担う疾病分野において的確に機能が発揮できる組織と効果的・効率的な運   

営管理体制を構築する必要がある。   

○法人の形態については、今後、厚生労働省において、関係部門と調整する   
ことになるが、政策課題を効果的かつ効率的に達成できるようにするために   
は、各NCごとに法人化する必要がある。   

○ 各NCの活動成果に関して的確に評価するために評価指標を開発するな   
ど、評価手法について検討する仕組みを設ける必要がある。   

O NCが政策医療の牽引車として的確に役割が果たせるよう、患者等からの   
声を運営等に活かせる仕組みをNCの中に設ける必要がある。   

○ 新たな政策医療については、現在NCが担当している領域から見て、どこ   
にも属さないような分野に関しては、国立国際医療センターが国際医療協力   
を目的とし、総合診療機能を有していることにかんがみれば、基本的には国   
立国際医療センターに担わせる必要がある。  
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○終わりに  

本有識者会議においては、3回にわたって、平成22年度に独立行政法人化後  
のNCの果たすべき役割等について、幅広い観点から検討を行った。  

独立行政法人制度は、中央省庁等改革の柱の一つとして、行政改革会議の最終  
報告において提言され、これをもとに創設されたものであるが、平成13年  月
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 に53の法人が発足して以来、すでに6年余りの歳月が経過した。  、
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法人に自律性・自主性を付与する反面、その業務の実績については、   
照らし厳しく評価する仕組みとなっており、また、今後、独立行政法人  
く環境はますます厳しくなるものと考えられる。  

こうした中、独立行政法人化された後も、各NCが我が国の医療水準を向上さ  
せるための牽引車となり、その役割を実効性のある形で担っていくためには、持  
てる強みを活かしつつ、資源の選択と集中を行い、成果を生み続けられる仕組み  
とすることが必要である。   
その際、NCが期待される役割を十分に果たせるよう、各NCの名称に「国立」  
の文言を継続的かつ独占的に使用できることが求められる  
厚生労働省において、NCに係る独立行政法人の具体  当

 
 

計
 
 

設
 
 

傾
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たって  

は、独立行政法人の先行例について十分研究を重ね、国民医療の進展に十分貢献  
できるセンターとして発展できるよう、所要の体制整備を期待する。   
とりわけ、NCの担う研究、医療の均てん化、人材育成、情報発信は、国の医  
療政策の推進の根幹となる役割であり、国民からの期待に十分応える必要がある  
ものの、いずれも採算性の取れない分野であることから、期待される役割が十分  
に発揮できるよう、運営費交付金や施設整備費補助金の仕組み等について検討を  
進めるとともに、人件費についても、労働集約型事業の特性に留意して確保する  
よう期待する。   
また、外部の資金等の導入によって運営費交付金等が削減されるといった、N  

Cの経営努力が阻害されることなく、経営努力が活かされる仕組みや、地方公共  
団体からの資金の受入の仕組みについても併せて検討することを期待する。  

各NCの独立行政法人の名称や中期目標等の制度については、その企画・設計  
が肝心であるとの認識を十分に持って、本有識者会議の議論を踏まえ、今後の検  

討を進められたい。また、NCは国の責務を果たすために政策医療の牽引車であ  
り続けることが必要であるが、求められる役割等が時代の要請に適応するよう必  
要に応じて見直すべきである。   
併せて、患者・国民に向けては、NCが国の担うべき臨床研究及び医療の均て  
ん化等の推進といった政策課題の達成を中心目的とすることについて、明確に発  
信していくことが求められる。  

最後に、独立行改法人化後のNCの果たす役割が、我が国の国民医療の進展の  
みならず、国際保健の向上に寄与することを期待したい。  
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